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はじめに

富士山南西麓に広がる富士宮市の森林は、７０年ほど前に植えられ、今日で

は『フジヒノキメイド』と称した地場産のヒノキ材を産出する豊かな森林に生

長し、現在、森林資源が十分に利活用できる時期を迎えています。

今後も植林、育林、伐採、利用の循環型の林業を丁寧に繰り返して適切な森林

整備を進めることが、森林資源の適期の利用を促進、持続可能な森林環境の創

出、山地災害の発災の抑制、林業や地場産業の振興など人間と森林を取り巻く

環境の保全と創造に寄与されていきます。

このような背景を踏まえて、富士宮市は美しい富士山と農林水産業が共存す

るまちを目指し、次の施策の推進を通じて林業の振興を図ります。

施策１経営の改善として、森林経営計画等の施業地の集約化を促進し効率的

な森林整備を進めて経営の改善を図りつつ、『フジヒノキメイド』のブランド化

を推進します。

施策２森林整備の推進として、良好な森林環境の創出や保全を推進するため、

林道施設の改修や維持管理に努めて、地域の特色ある森林育成を推進します。

施策３森林の多目的機能の発揮として、森林空間を活用したキャンプや散策

などの保健休養活動と森林の公益的な機能の発揮を目指した間伐などの森林整

備を推進します。

一方、国は、令和３年６月に閣議決定した森林・林業基本計画に基づき、森林

を適正に管理し、林業・木材産業の持続性を高めながら成長発展させることで、

２０５０カーボンニュートラルも見すえた豊かな社会経済の実現を目指す『森

林・林業・木材産業によるグリーン成長』政策のもと、森林資源の適正な管理・

利用、「新しい林業」に向けた取組の展開、木材産業の競争力の強化、都市等に

おける「第２の森林」、新たな山村価値の創造の５つの施策を推進されます。

以上を踏まえ、本計画は、令和３（２０２１）年度から令和１３（２０３０）

年度までの富士宮市の森林整備の基本方針をまとめたもので（森林法第１０条

の５）、令和３年４月１日に計画策定されたものの変更となります（森林法第１

０条の６）。

対象となる森林は、静岡県が定める「地域森林計画書（各森林計画区共通編）」、

「富士地域森林計画書（富士森林計画書編）（令和３年４月１日から令和１３年

３月３１日）」に定めのある森林です（森林法第５条の２の１）。これら上位計画

が変更された場合、本計画の対象森林も同様に変更されたものとして扱います。
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■富士宮市森林整備計画の位置付け

■市町村森林整備計画の計画事項とその内容

計画事項 主な内容

Ⅰ 富士宮市の森林の整備 森林整備の基本方針、機能別森林の区域、地域ごとの区域設定

Ⅱ 森林整備の方法 施業方法に関する事項、委託を受けて行う施業に関する事項

Ⅲ 森林の病害虫の駆除や保護に関する事項 病害虫の駆除や予防の方法、鳥獣被害対策の方法、林野火災の予防方法

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項 保健機能森林の区域

Ⅴ その他森林の整備に必要な事項 一体整備相当区域、その他必要な事項

森林法

全国森林計画 (国)

森林経営計画
(森林の整備者)

地域森林計画 (共通編)

富士地域森林整備計画

富士宮市森林整備計画

都市計画マスタープラン

基本目標２

政策２美しい富士山と農林水産業が共存するまち

施策３林業の振興

⑴経営の改善

⑵森林整備の推進

⑶森林の多目的機能の発揮

景観計画

富士宮市総合計画
（第５次・後期）

森林経営管理法

経営管理実施権配分計画

(市町＝森林の整備者)

経営管理権集積計画

(所有者＝市町)

富士宮市森林環境整備方針注）

森林環境税及び森林

環境譲与税に関する法律

個別の

分野別計画

【凡例】

即する，踏まえる

連携，整合，関連

※ 配色による違いなし

注）制定時期；令和 4 年 4 月
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富士宮市の森林を理想的な森林に誘導させるためには、どうすればよいのか。

森林が持つ多くの機能を発揮させるには、どの様なしくみや取組みが必要なの

か。現在の森林・林業に関する課題は、多種多様化し産業のみならず環境などの

見地からの検討も重要となっています。

本章は、現況と課題を踏まえて、森林の機能別の分類をして地域ごとに整理

し、整備や保全の考え方をまとめています。

１ 森林の現状と課題

1-1 本市の都市特性

1-1-1 本市の概況

本市は、世界文化遺産富士山の南西麓に位置し、恵まれた自然環境資源や歴

史文化的資源により育まれた富士山本宮浅間大社を中心とした門前まちです。

人口約１３０千人、面積３８,９０８ｈa、東から南にかけて富士市、西に静岡

市、西から北にかけては山梨県に接し、太平洋沿岸地域と甲信越地域を結ぶ交

通の要衝でもあります。

標高は３,７７６ｍ（富士山頂）から３５ｍ（富士宮市山本）まで高低差日本

一でもあります。

標高の高い地区や山間部では冬季に降雪がみられますが、市街地では四季を

通じて寒暖の差が少なく、澄んだ空気と富士山からの豊富な湧水に恵まれ、非

常に住みやすい環境となっています。

地形は富士山頂より急斜面で南下し、徐々に緩傾斜となり南端の平坦地に続

く形状となっております。また、緩傾斜の山麓には、スギ・ヒノキ等の森林が広

がっています。

中心市街地は、全国に多数ある浅間神社の総本宮である富士山本宮浅間大社

が鎮座し、境内には富士山の伏流水が湧き出る湧玉池もあることから、旅行者

や参詣者でにぎわいがあります。ちなみに、世界文化遺産富士山の構成資産（平

成２５年６月２６日登録）は、静岡・山梨両県に２５箇所あり、本市には６箇所

の構成資産（富士山域、富士山本宮浅間大社、山宮浅間神社、村山浅間神社、人

穴富士講遺跡、白糸ノ滝）があります。

さらに、全国に先駆けてフードバレー構想を打ち立てご当地グルメの代名詞

ともなった『富士宮焼きそば』は、本市の知名度を全国区に押し上げました。

豊富な湧水を利用した「にじます」、「わさび」や朝霧高原の畜産酪農をはじめ

市内各地で農林水産物を生産しており、第一次産業も盛んです。

一方、富士山麓には広大な森林があり、富士宮市及び周辺市町は、県内有数の

木材生産地域となっています。

Ⅰ 富士宮市の森林の整備
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1-1-2 森林の概況

本市の森林面積は２４，８５６ｈa（市域面積の約６４％）あり、所有区分別

に国有林が６，５６７ｈa、民有林が１８,２７４ｈa（人工林１４，０６７ｈa，

天然林（竹林、未立木地等を含む）４，２０６ｈａ）です。なお、本計画の対象

森林は民有林です。

本市の人工林の特徴として、スギとヒノキの割合ではヒノキが多いこと、林

齢４０年生以上の森林が９４％以上を占めていることが挙げられます。

図Ⅰ-１ 本市の土地利用現況図

出典；平成 28 年度都市計画基礎調査，静岡県森林・林業統計要覧

人工林 14,067
天然林 04,206
国有林 06,567
森林外 14,068
市域計 38,908
【単位 :ha】

1ha=100m×100m

国有林
17%

森林外
36%

森　林
47%

天然林
11%

人工林
36%

（例）
田,畑,水面,
住宅・商業
工業用地など
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1-2 森林の課題

本市の人工林は林齢４０年生以上が９４％を占めていることが特徴的で、林

齢を 5 年区分でまとめたとき、６０～７０年生の森林は１，５００～２，００

０ｈａ（赤色の破線）で推移し、５４年生以下の森林はいずれも５００ｈａ（黒

色の実線）に満たないことがわかります。

表Ⅰ-１ 本市の人工林の林齢別面積

上表より標準伐期齢（P22 表Ⅱ-3）以上の森林で構成されていることが、本市

の森林の特徴です。今日、地球環境温暖化の抑制対策に注目が集まるなかで「持

続可能な循環型の森林整備」を進めるためには、標準伐期齢に倣う経済性ある

森林整備のほか、この特徴的な森林の効率効果的な整備も重要であります。

以上のことから、本市の森林の課題と取組み方針を次のとおりに整理します。

表Ⅰ‐２ 森林の課題と整理

実態にみる課題 整理・取組み方針

森林を整備する

意向や発意の低下

事業者によるきめ細かい森林経営の説明と造林補助事業の推進

⇒施業地の集約化や列状間伐などによる経済的不安の解消

鳥獣類の食害
ハード事業（予防対策）・ソフト事業（未然防止対策）への実施

⇒防止柵の設置・富士宮市鳥獣被害対策協議会による捕獲実施の促進

森林の整備に必要な

道路施設の強化

集落間を結び、行き止まり型の道路の解消（新設・佐折～上稲子）

⇒利用区域 335ha,蓄積 75,600 ㎥の利用化，整備延長 L=6,262m

森林施業の検討時に

生じる制約や問題

シームレスな経営計画の認定と施業の支援と促進

⇒事前調整や情報共有により認定の高効率化と施業制限の軽減

0 1,000 2,000 3,000 
1~5

11～15
21～25
31～35
41～45
51～55
61～65
71～75
81～85

ヒノキ

スギ

林
齢

(年
)

面積(ha)

列状間伐

食害対策
（予防対策）

食害対策
（未然防止対策）
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２ 森林整備の基本方針

2-1 森林の機能と望ましい姿

森林の持つ様々な機能は、「木材等生産機能」、「水源涵養機能」、「山地災害防

止機能／土壌保全機能」、「快適環境形成機能」、「保健･レクリエーション機能」、

「文化機能」、「生物多様性保全機能」の７つに分類することができます。

このうち、水源涵養機能から生物多様性保全機能までの６つの機能は、人々

の生活環境や周囲の自然環境に広く寄与することから「森林の公益的機能」と

呼ばれ、それぞれの森林の機能とその機能の発揮の上から望ましい森林の姿を

次のように表します（図Ⅰ-２，表Ⅰ-３）。

図Ⅰ-２ 区域設定のイメージ

出典；『地域森林計画書（各森林計画区共通編）』 ,静岡県 ,2022.4 を基に加筆修正

水源涵養機能維持増進森林

快適環境形成機能維持増進森林

木材等生産機能維持増進森林

木材等生産機能維持増進森林山地災害防止/土壌保全
機能維持増進森林

水源涵養機能維持増進森林

保健文化機能維持増進森林



5

表Ⅰ-３ 森林の機能と望ましい森林の姿

名 称 働 き 望ましい森林の姿

木材等を生産する働きがあります。

・林木の生育に適した森林土壌を有しています。

・適正な密度を保ち、形質の良好な林木からなり、成長量が大きい。

・林道等の生産基盤が適切に整備されています。

公
益
的
機
能
別
森
林

水資源を保持し、渇水を緩和すると

ともに、洪水流量等を調節する働き

があります。

・水を蓄える隙間に富んだ浸透･保水能力の高い森林土壌を有しています。

・下層植生とともに樹木の根が発達しています。

自然現象等による土砂崩壊や土砂

流出等の山地災害の発生、その他表

面侵食等、山地の荒廃を防止し、土

地を保全する働きがあります。

・樹木の根が深く広く発達し、土壌を保持する能力に優れています。

・適度な光が差し込み、下層植生が発達しています。

・必要に応じて山地災害を防ぐ施設が整備されています。

強風や飛砂、騒音等から生活環境を

守り、快適な生活環境を形成する働

きがあります。

・樹高が高く枝葉が多く茂っているなど、遮へい能力や汚染物質の吸着能

力が高い。

保健、教育活動に寄与する働き、自

然環境を保全･形成する働きがあり

ます。

・多様な樹種等からなり、住民等に憩いと学びの場を提供しています。

・身近な自然として又は自然とのふれあいの場として適切に管理されてい

ます。

・必要に応じて保健活動に適した施設が整備されています。

自然景観や歴史的風致の構成要素

となり、優れた美的景観を形成する

働きがあります。

・史跡･名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成し

ています。

・必要に応じて文化･教育的活動に適した施設が整備されています。

地域の生態系や生物多様性の保全

に寄与する働きがあります。

・原生的な森林生態系を保持しています。

・学術的に貴重な生物種が生育･生息しています。

木材等生産機能

水源涵養機能

山地災害防止機能

／土壌保全機能

快適環境形成機能

保健・レクリエ

ーション機能

生物多様性保全機能

文化機能
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2-2 森林整備の基本的な考え方

2-2-1 森林の機能別の区域設定の基準

森林の機能別の『はたらき』と『望ましい森林の姿』（表Ⅰ-３）を地域特性や

地形などから特に発揮させたい機能の維持増進を図るための森林として区域分

けしたものが下表のものになります（表Ⅰ-４）。

なお、本市におけるこの区分は、表Ⅰ-９及び別添の概要図（区域及び施業種

の設定）のとおりです。

表Ⅰ-４ 森林の機能別の区域

機 能 森林の機能別の区域

木材等の生産機能の維持増進を図るための森林施業を

推進すべき森林

（以下、「木材等生産機能維持増進森林」）

公

益

的

機

能

別

施

業

森

林

水源の涵養の機能の維持増進を図るための森林施

業を推進すべき森林

（以下、「水源涵養機能維持増進森林」）

山地に関する災害の防止機能及び土壌の保全の機

能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき

森林

（以下、「山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林」）

保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を

推進すべき森林

（以下、「保健文化機能維持増進森林」）

木材等生産機能

水源涵養機能

山地災害防止機能

土壌保全機能

保健・レクリ

エーション機能

文化機能

生物多様性保全機能
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2-2-2 森林施業の方法（施業種）

表Ⅰ-４で定めた区域における施業の方法（以下、「施業種」という。）を表Ⅰ

-５に、施業種ごとの主伐の時期の下限を下表Ⅰ-６にそれぞれ定めます。

表Ⅰ-５ 施業の方法（施業種）

注）ただし、(1)に定める森林の区域が重複した森林では、表下段の施業種を適用する。

表Ⅰ-６ 主伐の時期（伐期齢）の下限

注）・マツはクロマツ・アカマツ・カラマツを指します。

注）・その他広葉樹には、ケヤキ、ヤマザクラ、カエデを含むその他広葉樹を指します。

注）・標準伐期齢は、表Ⅱ-３を参照

区 域 施 業 種 主 伐 間 伐

通常伐期

Ⅱの第１に示す「伐採に

関する事項」のとおりと

します。

Ⅱの第３の１「間

伐を実施すべき標

準的な林齢及び標

準 的 な 間 伐 の 方

法」

に示すとおりと

します。

伐期の

延長

主伐の時期は、公益的機

能を高度に発揮させる

ために、おおむね標準伐

期齢に１０年加えた林

齢以上とし、その下限を

表Ⅰ-６に示します。

長伐期

主伐の時期は、公益的機

能を高度に発揮させる

ために、おおむね標準伐

期齢の２倍の林齢以上

とし、その下限を表Ⅰ-

６に示します。

施業種

樹種（林齢）

スギ ヒノキ マツ
その他

針葉樹

コナラ

クヌギ

その他

広葉樹

通常伐期 40 45 35 50 15 25

伐期の延長 50 55 45 60 25 35

長伐期 長伐期については、おおむね標準伐期の２倍の林齢以上

水源涵養機能

維持増進森林

山地災害防止

／土壌保全機能

維持増進森林

保健文化機能

維持増進森林

木材等生産機能維

持増進森林
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2-2-3 森林の整備・保全の考え方

森林の機能別の区域（表Ⅰ-４）における森林の整備及び保全の考え方は、下

表のとおりとします（表Ⅰ-７）。

表Ⅰ-７ 森林の整備・保全の考え方

区域 森林の整備・保全の考え方

・地形、地理等から効率的な森林施業が可能な森林にお

いては、木材等生産機能が十分に発揮されるよう、計

画的な伐採による木材の安定供給に努めます。

・森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級

の林木を生育させるための適切な造林、保育及び間伐

の実施を推進する。

・施業種は、「通常伐期」とします。

公
益
的
機
能
別
施
業
森
林

・ダム等利水施設の上流部においては、水源涵養機能が

十分に発揮されるよう、保安林の指定やその適切な管

理を推進します。

・下層植生の維持や根系の発達を確保するため、適切な

保育･間伐を推進します。

・施業種は、「伐期の延長」とします。

・山地災害の発生の危険性が高い森林では、土砂流出防

備等の機能が十分に発揮されるよう、保安林の指定や

その適切な管理を推進します。

・渓岸の侵食防止や山脚の固定等に必要な谷止工や土

留工等の施設の設置を推進します。

・伐採に伴う裸地面積の縮小・分散を図ります。

・保健･風致の保存等のため、保安林の指定やその適切

な管理を推進します。

・保健機能維持増進森林においては、間伐を繰り返し、

自然力を生かした混交林に誘導します。

木材等生産機能

維持増進森林

水源涵養機能

維持増進森林

山地災害防止／

土壌保全機能維

持増進森林

保健文化機能

維持増進森林
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2-3 地域の目指すべき森林の姿と森林の区域設定

2-3-1 区域設定の基本方針

森林の機能別の区域について、区域設定の基本方針を下表のとおり定めます

（表Ⅰ-８）。

表Ⅰ-８ 区域設定の基本方針

注）・本計画では対象となる森林を設定するのではなく候補地（先進地）として扱うものとします。
・施業の容易性や効果は「富士宮市森林環境整備方針」を参考とします。

2-3-2 地域の目指すべき森林の姿と森林の区域設定

各地域において、期待される森林の機能を踏まえた目指すべき森林の姿は、

次のとおりとします。

区域 区域設定の基本方針

・林道等から近く緩傾斜でまとまりのある針葉樹人工

林が、多くの割合を占める森林を面的に設定します。

・長期かつ計画的な森林整備の意向や動向があり、施業の

容易性や効果が期待される森林を候補地注）とします。

公
益
的
機
能
別
施
業
森
林

・富士山麓に点在する湧水地の水源となっている森林

を面的に設定します。

・水源かん養保安林に指定されており、地域の用水源

となっている森林を面的に設定します。

・砂防指定地または土砂流出防備保安林に指定されて

おり、山地災害の発生によって人命や人家等施設へ

の被害のおそれがある森林を面的に設定します。

・優れた自然環境や景観を有する田貫湖周辺地域の森

林を面的に設定します。

・白糸滝に隣接する白糸自然公園周辺部の森林を面的

に設定します。

水源涵養機能

維持増進森林

山地災害防止／

土壌保全機能維

持増進森林

保健文化機能

維持増進森林

木材等生産機能

維持増進森林

［特に効率的な施業が可能な森林］
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ア 天子山系に属する地域

天子山系に属する白糸、猪之頭、稲子地区は、明治時代よりスギ・ヒノキの造

林が盛んに行われたため、齢級構成が他の地域と比べて高く利用可能な森林資

源が豊富にあります。この成熟した森林資源を有効活用する計画的な森林整備

が必要です。

林業に必要な木材生産機能を発揮させつつ水源涵養等の公益的機能を高める

ため、林道等の社会基盤施設の整備とともに、間伐等の適切な森林施業を推進

し、形質の良好な林木からなる森林を目指します。

また、田貫湖や白糸ノ滝周辺に広がる観光対象としての森林は、適切な森林

整備を進めることで、観光対象資源としての醸成や森林景観の保全を目指して

いきます。

写真１ SGEC-PEFC 認証の森林 写真２ 地元材を利用した区民館

イ 富士山麓に属する地域

富士山麓に属する上井出、北山・山宮、村山、粟倉地域は、スギ・ヒノキの生

産林が多いことから、林業に必要な木材生産機能の発揮に努めます。

また、富士山の南面に広がる我が国で唯一の森林であることから、他地域と

比較して、木材生産・水資源かん養・国土保全・森林景観形成・生物多様性の維

持などの機能が図れるよう推進します。

写真３ 水源を涵養する森林 写真６ 森林景観の演出例
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ウ 安居山・羽鮒地域、西山・柚野地域

安居山・羽鮒地域及び西山・柚野地域は、里山景観の保全を図り、地域住民が

参画している森林整備の持続可能な活動を促進します。

また、木材生産機能を発揮させつつ水源涵養等の公益的機能を高めるため、

間伐等の適切な森林整備を推進します。

安居山・羽鮒地区の民家に近接している森林は、森林整備を促進して山地災

害の防止を図ります。

写真５ 里山の山林（安居山） 写真６ 里山の山林（羽鮒）

写真７ 田園と里山林（柚野） 写真８ 里山の山林（柚野）

エ 内房地域

内房地域は、適切な森林整備と健全な竹林整備を促し『内房たけのこ』の生産

活動を支援します。また、山地災害防止機能等の公益的機能を高めるため、間伐

等の適切な森林整備と治山対策を推進します。

写真９ 生産林としての竹林（内房） 写真 10 竹林と地山施設
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図Ⅰ-３ 地域の位置図

2-3-3 地域の森林の区域設定

地域の目指すべき森林の姿を踏まえて、各地域の森林において特に発揮する

必要のある森林の機能とその施業種を表Ⅰ-９～１１のとおり設定します。
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表Ⅰ-９ 地域別の森林の区域

注）機能区分は、表Ⅰ-４で定めた森林の区域を示しています。

地域

機能区分

施業種 区域設定の考え方
面積

(ha)
木

材

水

源

山

地

保

健

天子山系

に属する

地域

○ 通常伐期 古くからの林業地域であり、適正な森林整備により良質な木材生産を目指す区域。 953.43

○ ○
伐期の延長 木材生産機能を発揮させつつ、水源涵養等の公益的機能を高めるため間伐等の適切な森林整

備を推進し、成長量の高い森林を目指す区域。
4,206.96

○ ○ 長伐期 砂防指定地及び土砂流出防備保安林に指定され、下流域の災害防止を目指す区域。 1,808.32
○ ○ 長伐期 田貫湖・白糸滝周辺で観光対象となる保健文化機能の高い森林を目指す区域。 104.24

富士山麓

に属する

地域

○ 通常伐期 適切な森林整備により良質な木材生産を目指す区域。 1,060.82

○ ○ 伐期の延長
豊富な森林資源の活用を図るため、効率的な森林整備の推進及び水源涵養等の公益的機能の

増進を目指す区域。また、富士山麓の森林景観の保全を目指す区域。
5,193.96

○ ○ 長伐期 砂防指定地及び土砂流出防備保安林に指定され、下流域の災害防止を目指す区域。 938.14

安居山・

羽鮒地域

西山・

柚野地域

○ 通常伐期 適切な森林整備により良質な木材生産を目指す区域。 1,214.25

○ ○ 伐期の延長
里山景観の保全を図り、水源涵養等の公益的機能を高めるため間伐等の適切な森林整備を目

指す区域。
781.70

○ ○ 長伐期
安居山・羽鮒地域の森林の保全を図り、下流域の山地災害防止に努める事を目指す区域。また、

砂防指定地及び土砂流出防備保安林に指定され、下流域の山地災害防止を目指す区域。
591.97

内房地域

○ 通常伐期 適切な森林整備により良質な森林造成を目指す区域。 376.15

○ ○ 伐期の延長
適切な森林整備とともに健全な竹林整備の推進及び水源涵養等の公益的機能を高める事を目

指す区域。
423.63

○ ○ 長伐期
適切な森林整備とともに山地災害防止等の公益的機能を高める事を目指す区域。また、砂防指

定地及び土砂流出防備保安林に指定され、下流域の山地災害防止を目指す区域。
635.02
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表Ⅰ-１０ 森林の区域（機能別）

注）詳細な森林の所在は、付属の概要図（区域及び施業種の設定）を参照。
重複して指定している森林があるほか、森林の機能の維持増進を図る森
林の設定をしない森林があるため、面積の合計は、計画対象森林の面積と
は一致しません。

区 分 森林の区域（林班）
面積

（ha）

木材等生産機能

維持増進森林

054 079 080 089 142 143

001～004 009～024 029～040 042～052

056～067 069～075 092～113 116～121

124～139 145～152 154～162 183～229

241～270

15,115.71

［特に効率的な施業

が可能な森林］
0.00

公

益

的

機

能

別

施

業

森

林

水源涵養機能

維持増進森林

018 019 023 035 036 042 043 046

047 056 057 079 080 083 087 142

143 266 267 269 270

001～004 011～016 029～032 038～040

050～052 059～067 069～076 095～113

116～121 124～139 145～152 154～162

186～215 221～229 256～262

10,598.71

山地災害防止/

土壌保全機能

維持増進森林

009 031 057 058 063 075 079 080

089 133 163 182 196 202 203 211

217 220 235 237

010～025 035～038 043～051 090～094

174～179 185～193 213～215 222～229

241～243 245～251 253～259 262～270

3,980.25

保健文化機能

維持増進森林
025 033 ろ/は 034 104.24
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表Ⅰ-１１ 森林の区域（施業種別）

注）詳細な森林の所在は、付属の概要図（区域及び施業種の設定）を参照。

施業の方法 森林の区域（林班）
面積

（ha）

通 常 伐 期

033 068 077 078 081 082 088 090

091 114 115 122 123 140 141 144

244 245

005～008 026～028 053～055 084～086

163～173 177～185 216～220 230～236

238～240 251～255

3,598.10

伐期の延長

018 019 023 035 036 042 043 046

047 056 057 079 080 083 087 142

143 266 267 269 270
001～004 011～016 029～032 038～040

050～052 059～067 069～076 095～113

116～121 124～139 145～152 154～162

186～215 221～229 256～262

10,598.71

長 伐 期

009 031 033 ろ/は 34 057 058 063

075 079 080 089 133 163 182 196

202 203 211 217 220 235 237

010～025 035～038 043～051 090～094

174～179 185～193 213～215 222～229

241～243 245～251 253～259 262～270

4,076.70

計 18,273.51
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2-4 その他必要な事項

2-4-1 伐採に伴う裸地面積の縮小・分散を図る区域

急傾斜地で下流域に災害の発生が予想される森林は、早急な植樹や植生基盤

の整備等により裸地化の縮小・分散を図るものとします。

2-4-2 森林所有者による森林施業が困難とされる森林の整備

森林の所有者が、地形条件・林道の整備状況・所有形態等の自然的経済的社会

的諸条件などから森林施業を滞り、今後も対応が困難と認められる場合、森林

の整備と保全を通じて荒廃の抑制を図るための事業を促進します。

静岡県森の力再生基金条例に基づく森林の整備を実施するとき、区域と整

備・保全の考え方を下表のとおり示します（表Ⅰ-１２）。

表Ⅰ-１２ 森林の区域区分にみる整備・保全の考え方

区域 森林の整備･保全の考え方

特に針広混交林化

を推進すべき森林

■単層である森林を広葉樹等との複層状態へ誘導し、

針広混交林を目指します。

・伐採方法は間伐とします。

・間伐率はおおむね 40％以内とし、列状又は群状の伐採を基本

とします。

・こうした施業により、単層であるスギ･ヒノキの人工林を、広

葉樹等との複層状態へ誘導し、針広混交林化を目指すものと

します。

特に樹種の多様性

増進を推進すべき

森林

■単層及び過密化した森林を活力ある多様性に富んだ広

葉樹林等を目指します。

・伐採方法は、原則として間伐とし、間伐率はおおむね 50％以

内とします。ただし、竹林にあって樹種転換を図る場合は、皆

伐とすることができます。

・皆伐した場合の更新方法は、郷土樹種であって、対象森林に適

した広葉樹等の優良な母樹が存在し、更新が確実に見込まれ

る場合は、天然更新によるものとします。

なお、必要に応じて更新補助作業を行います。天然更新が見込

まれない場合には、郷土樹種であって対象森林に適した広葉

樹等を植栽するものとします。さらに、育成に必要な下刈り、

除伐等の保育を実施することとし、竹の侵入により広葉樹の

育成が妨げられるおそれのある場合は、継続的な竹の除去を

行います。こうした施業により、単層及び過密化した森林を、

活力のある多様性に富んだ広葉樹林等へ誘導します。
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2-4-3 竹林の取扱い

放置された竹林が周辺の森林や農地に及ぼす影響に鑑み、竹林の取扱いを表

Ⅰ-１３のとおり定めます。

表Ⅰ-１３ 竹林の取扱い

管理の目的 整備･保全の考え方

資源として

整備、利用

žたけのこ、竹材の生

産

ž生産目的に合わせた適正管理を

推進します。

ž生産、流通、加工体制の整備を進

めます。

ž利用技術の開発、バイオマス利

用を支援します。

竹林として

整備、保全

ž竹林景観、文化、環境

形成機能等の保全

ž竹林の防災機能の

活用

ž憩いの場、教育の場

等として活用

ž目的に合わせた適正管理を推進

します。

ž管理体制の整備及び管理する人

材の育成を推進します。

ž体験教育等の機会を創出しま

す。

竹林としてでは

なく、森林の保

全･再生を優先

ž森林景観及び環境の

保全

žふれあいの場、体験

教育の場等として

活用

ž防災機能等の確保

ž竹林の拡大防止を図ります。

ž柚野地区にあっては地元ＮＰＯ

による広葉樹林化を促進しま

す。

žふれあい、体験教育等の機会を

創出します。

ž地域住民やＮＰＯ等との協働に

よる森林づくりを推進します。
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３ 森林施業の合理化に関する基本方針

本市の森林整備を総合的かつ計画的に実施するため、森林施業の合理化の基

本方針を次のとおり定めます。

3-1 森林の経営の受委託等による森林の施業又は経営の促進

森林の経営に関して意欲と実行力を有した林業経営体等や地域の中核となる

森林所有者が、周辺の森林所有者らの森林の経営も受託するなどして、面的に

まとまった森林を対象に、林道路網の整備や利用間伐などの効率的な森林施業

を実行することに対して支援をします。

3-2 森林施業の共同化の促進

林業経営体等の関係機関と連携し、小流域内の森林所有者間の調整及び合意

形成を図り、森林施業の共同化を促進します。また、森林経営計画の作成や、森

林施業の共同実施や作業路網の維持運営等を内容とする施業実施協定の締結を

促進します。

3-3 林業に従事する者の養成及び育成･確保

効率的な木材生産を図るため、森林技術者や森林施業プランナー等の人材の

育成を支援します。

また、就業前の情報提供や就業支援講習会等により新規就業の促進を図るほ

か、雇用環境の改善や労働安全の向上に関する取組を支援することにより、林

業従事者の定着を図ります。
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１ 伐採に関する事項

（法第 10 条の５第２項第２号）

1-1 伐採の方法

1-1-1 立木竹の伐採

立木竹の伐採について表Ⅱ-１のとおり定めます。

表Ⅱ-１ 立木竹の伐採の方法

1-1-2 伐採（主伐）の標準的な方法

伐採（主伐）の標準的な方法を、表Ⅱ-２のとおり定めます。

区分 指針

作業種 伐採種 ・主伐のうち、択伐以外のもの。

・気候、地形、土壌等の自然的条件及び森林の有する

多面的機能の確保の必要性を踏まえ、次のことに配

慮して行うもの。

適切な伐採区域の形状

1 箇所あたりの伐採面積の規模

伐採区域のモザイク的配置

・伐採面積の規模に応じて、少なくともおおむね 20ha

ごとに保残帯を設け、適確な更新を図るもの。
主 伐

（更新を

伴う伐採）

皆

伐

択

伐

・主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部

を伐採する方法であって、単木・帯状又は樹群を単

位として伐採区域全体ではおおむね均等な割合で行

うもの。

・森林の有する多面的機能の維持増進が図られる適正

な林分構造となるよう、一定の立木材積を維持増進

するものとし、適切な伐採率によって実施するもの。

・適切な伐採率とは、材積率 30％以下とします。

ただし、伐採後に人工造林を行う場合には 40％以下

とします。

間 伐

（更新を伴わ

ない伐採）

立木間の競争が生じ始めた森林において、主に目的の樹種の一

部を伐採して行うものであって、伐採後、一定の期間内に林冠

が閉鎖するもの。

Ⅱ 森林整備の方法
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表Ⅱ-２ 伐採（主伐）の標準的な方法

区分 指 針

共
通
事
項

適正な伐採とは、森林の有する多面的機能を持続的に発揮させるため、伐採によって林地を荒らさず、伐採後の適確な更新を図るものをい

います。

適正な伐採を行うための基本的な指針は以下のとおり。

・伐採跡地に接する森林を伐採する場合は、伐採跡地が連続することがないよう、周辺森林の成木の樹高程度の幅の保護樹帯を設置するも

のとします。

・林地の保全及び公益的機能を考慮し、1箇所当たりの伐採面積の規模及び伐採箇所の分散に配慮するものとします。

・伐採後の更新を確保するため、あらかじめ適切な更新の方法を定め、その方法を考慮して伐採を行うものとします。

・対象とする立木は、標準伐期齢以上を目安として選定するものとします。

・野生生物の営巣、餌場、隠れ場として重要な空洞木や枯損木、目的樹種以外の樹種であっても目的樹種の成長を妨げないものについては

保存に努めるものとします。

育
成
単
層
林

育成単層林における伐採は、森林の有する多面的機能を損なうことなく高度発揮させるため、以下の事項に留意し、実施するものとします。

・皆伐は、気象、森林生産力及び病虫獣害の発生状況等の自然条件からみて、更新が確実である森林について行うものとします。

・更新の方法を天然更新として行う伐採は、伐採区域の形状、母樹の保存等について配慮して行う。特にぼう芽更新を行う場合は、優良な

ぼう芽を促すため、11 月から 3月に伐採するものとします。

・育成複層林へ誘導する伐採の方法は、材積率 70％以下の伐採を基本とします。また、周辺の森林の状況等により確実な更新が見込まれる

場合は、小規模な面積において、材積率 70％以上の伐採も行えるものとします。

・伐採は、多様な木材需要に対応できるよう、地域の森林構成等を踏まえ、樹種及び林齢等の多様化、長期化に考慮して行うものとします。

・林地の保全、落石等の防止、寒風害等の各種被害の防止及び風致の維持等のため、必要に応じ保護樹帯を設置するものとします。

育
成
複
層
林

育成複層林における伐採は、森林の有する多面的機能を損なうことなく高度に発揮させるため、以下の事項に留意し、実施するものとしま

す。

・伐採の方法は、材積率 70％以下の伐採を基本とする。また、周辺の森林の状況等により確実な更新が見込まれる場合には、小規模な面積

において、材積率 70％以上の伐採も行えるものとします。
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【用語説明】

育成単層林

森林を構成する林分を皆伐により伐採し、単一の樹冠層を構成する森林として人為により成立させ、維持される森林です。

例えば、植栽によるスギ・ヒノキからなる森林です。

育成複層林

森林を構成する林分を択伐等により伐採し、複数の樹冠層を構成する森林として人為により成立させ、維持される森林です。

例えば、針葉樹を上木とし、広葉樹を下木とする森林です。

天然生林

主として天然力を活用することにより成立させ、維持される森林で、例えば天然更新による、シイ・カシ・シラビソ等からなる森

林です。なお、「主として天然力を活用」とは、自然に散布された種子が発芽して樹木が生育すること又はぼう芽により樹木が生

育することを指します。

表Ⅱ-２ 伐採（主伐）の標準的な方法（続き）

区分 指 針

天
然
生
林

主伐にあたっては、育成単層林及び育成複層林の項目に準ずる。
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1-2 標準伐期齢

主要樹種の標準伐期齢を表Ⅱ-３のとおり定めます。

なお、立木の標準伐期齢は、地域の標準的な立木の伐採（主伐）の時期に関す

る指標、制限林の伐採規制等に用いられるものであり、標準伐期齢以上をもっ

て伐採を促すものではありません。

表Ⅱ-３ 標準伐期齢

注）マツ類は、クロマツ、アカマツ、カラマツを指します。

その他広葉樹は、ケヤキ、サクラ、カエデ等を指します。

地区

樹種（林齢） 【単位=年】

ス ギ ヒノキ マ ツ
その他

針葉樹

クヌギ

コナラ

その他

広葉樹

全域 40 45 35 50 15 25
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２ 造林に関する事項

（法第 10 条の５第２項第３号）

2-1 人工造林に関する事項

2-1-1 人工造林の対象樹種

適地適木を旨として、表Ⅱ-４のとおり定めます。

表Ⅱ-４ 人工造林の対象樹種

・スギやヒノキ等の苗木は、花粉症対策に資する苗木が望ましい。

・クロマツやアカマツは、松くい虫に対する抵抗力のあるものが望ましい。

2-1-2 人工造林の標準的な方法

ア 人工造林の標準的な植栽本数

人工造林の植栽本数を、表Ⅱ-５に定めます。

表Ⅱ-５ 人工造林の標準的な植栽本数

【単位=本／ha】

注）・マツ類は、クロマツとアカマツ、カラマツを指します。

注）・標準的な植栽本数の上限を超える本数を植栽しようとする場合は、農業

政策課と協議の上、適切な植栽本数を決定します。

・現地状況や地形等を考慮し、上記の本数での植栽が困難な場合には、

1,000 本/ha を下限の目安とし、更新が確保できる範囲内で植栽本数を

減じることができます。ただし、この場合にも、農業政策課と協議の上、

適切な植栽本数を決定してください。

イ 人工造林の標準的な方法

人工造林の標準的な方法を、表Ⅱ-６に定めます。

人工造林の対象樹種

スギ、ヒノキ、クロマツ、アカマツ、カラマツ、クヌギ、コナラ、ケヤキ

サクラ（カスミザクラ、オオシマザクラ）、カエデ

早生樹種

キリ、センダン、サクラ類（用途を指定しているもの）

樹 種
仕立て

の方法
標準的な植栽本数注） 備 考

ス ギ
中仕立て 3,000～3,500

疎仕立て 2,000

ヒノキ
中仕立て 3,000～3,500

疎仕立て 2,000
マツ類注） 中仕立て 3,000
広葉樹 中仕立て 3,000
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なお、人工造林の実施にあたっては、コンテナ苗の活用や伐採と造林を連続

して行う一貫作業システムの導入等の効率的な造林や、花粉の少ない森林への

転換を図るため、花粉症対策に資する苗木の植栽に努めるものとします。

表Ⅱ-６ 人工造林の標準的な方法

2-1-3 伐採跡地の人工造林をすべき期間

人工造林により更新を図る森林の伐採跡地においては、森林の多面的機能の

維持及び早期回復を図るため、表Ⅱ-７に定める期間内において更新を完了する

ものとします。

表Ⅱ-７ 伐採跡地の人工造林をすべき期間

区分
標準的な方法

育成単層林 育成複層林

地拵え

植栽の支障とならないように伐採

木及び枝条等を整理します。

気象害や林地の保全に配慮する必

要がある場合には筋置にするなど

の点に留意します。

＿

更 新

原則として植栽とします。

植付けは、気象その他の立地条件及

び地域の標準的な方法を考慮して

方法を定め、適期に実施します。

原則として樹下植栽とします。

隣接して広葉樹林が残存してい

る場合には、周辺林地からの種子

供給等による天然下種更新を考

慮することができます。

植栽する本数は、表Ⅱ-５に示す

標準的な植栽本数に、上層木の

立木の伐採率を乗じた本数以上

とするよう留意します。

区分 伐採跡地の人工造林をすべき期間

皆伐
伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算

して２年以内

択伐

（伐採率 40％以下）

伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算

して５年以内
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2-2 天然更新に関する事項

天然更新は、気候、地形、土壌等の自然的条件、林業技術体系等からみて、主

として天然力の活用により適確な更新が図られる森林において行います。

2-2-1 天然更新対象樹種

天然更新の対象樹種を表Ⅱ-８のとおり定めます。

表Ⅱ-８ 天然更新対象樹種

注）「ぼう芽による更新が可能な樹種」の欄にあっても、更新が完了していない若

齢の広葉樹林や大径木化した広葉樹二次林（根元直径 40 ㎝以上、おおむね 80
年生以上）は、ぼう芽による更新が可能な樹種には含めないものとします。

天然更新対象樹種

天然更新対象樹種

スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、カラマツ、モミ

ヤシャブシ・ハンノキ類、シデ類、カンバ類

クリ、ナラ・カシ・シイ類、ムクノキ、エノキ、ケヤキ

クスノキ、シロダモ、ヤブニッケイ、タブノキ

カラスザンショウ、キハダ、ヤマボウシ、ミズキ

ホオノキ、サクラ類、ネムノキ、アカメガシワ

ウルシ類、カエデ類、イイギリ、リョウブ、エゴノキ

アオダモ、クサギ、オニグルミ、カツラ、クロガネモチ

ハリギリ、ヒメシャラ

シナノキ、サワグルミ

ぼう芽による

更新が可能な

樹種

イヌシデ、クリ、ナラ・カシ・シイ類、ケヤキ

ヤブニッケイ、タブノキ、ホオノキ、サクラ類

カエデ類、エゴノキ、アオダモ、カツラ、クロガネモチ
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2-2-2 天然更新の標準的な方法

天然更新の標準的な方法を表Ⅱ-９に定め、天然更新すべき立木の期待成立本

数を表Ⅱ-１０に定めます。

また、天然更新に当たっては、必要に応じて表Ⅱ-１１に定める天然更新補助

作業を推奨するものとする。併せて、シカ等の食害が予測される地域では、必要

に応じて防護柵等による食害防止対策を推奨するものとします。

表Ⅱ-９ 天然更新の標準的な方法

表Ⅱ-１０ 天然更新すべき立木の期待成立本数

表Ⅱ-１１ 天然更新補助作業

区 分 標準的な方法

天然下種更新

種子が自然に落下して発芽、成長することで図られる更新。

天然下種更新は、周辺の母樹の状況を把握した上で行い、状況

に応じて、地表処理、刈出し、植込み等の天然更新補助作業を

行うこととします。

ぼう芽更新

根株からの発芽（ぼう芽）、成長によって図られる更新。

ぼう芽の発生状況等を考慮し、必要に応じて、芽かき又は植込

みを行うこととします。

区 分 本数 【本／ha】

期待成立本数 6,000

補助作業 標準的な方法

地表処理
ササや粗腐植の堆積等により、天然下種更新が阻害されてい

る箇所において、かき起こしや枝条整理等を行います。

刈出し
ササ等の下層植生によって、天然に発生した稚樹の生育が阻

害されている箇所において、下草刈りや清掃作業を行います。

植込み
天然に発生した稚樹の生育状況等を考慮し、天然更新の不十

分な箇所においては、必要な本数を植栽します。

芽かき

（ぼう芽整理）

ぼう芽の優劣が明らかとなる頃に、根又は地際部から発生し

ているぼう芽を 1 株当たりの仕立て本数４～５本を目安とし

てぼう芽整理を行います。

２回目は４年目に実施し、１株当たりの仕立て本数は２～３

本とします。
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2-2-3 伐採跡地の天然更新をすべき期間

森林の有する多面的機能の発揮のためには、伐採跡地を早期に森林に回復す

る必要があります。そのため、天然更新を図る森林においては、伐採が終了した

日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年以内に、天然更新を完了させる

ものとします。

2-2-4 天然更新完了の確認

天然更新を図る森林においては、皆伐後おおむね５年以内に次に定める手順

により更新状況の確認調査を行います。

ア 確認調査の方法

・調査の時期は、伐採後５年以内とします。

・調査方法としては、目視又はプロット調査により判断します。

・目視による判断がつかない場合には、プロット調査を行います。

プロット調査及び方法【参考】

注）後継樹とは、植栽木、天然下種等により発生する稚樹・ぼう芽枝
のうち将来の森林の樹冠を構成する樹種を指します。

イ 天然更新完了の基準

天然更新の完了基準を表Ⅱ-１２のとおり定めます。

表Ⅱ-１２ 天然更新の完了基準

ウ 基準を満たしていない場合の対応

確認調査の結果、天然更新の完了基準を満たしていない場合には、伐採が終

了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して７年以内に、天然更新補助作

業を実施して天然更新を完了させる又は植栽を行うものとします。

調査地の設定

５ｍ×５ｍを調査マスとする 調査数は２箇所以上とする

・調査対象地の地形などを考慮して平均な箇所を設定

・後継樹注）の発生状況が均一でない場合は、区分け調査

調 査 方 法 調査マス内の立木の樹種名と生育本数を調べる

完 了 の 基 準 「イ 天然更新完了の基準」による

項 目 基 準

完了の基準

・天然更新すべき立木（表Ⅱ-４で定める樹種で樹高が

２ｍ以上のもの）の本数が、期待成立本数の３割以上

で、かつ均等に生育している状態であります。

・プロット調査においては、すべてのプロットが基準を

満たしています。

天然更新すべき

立木の本数の

下限値

・期待成立本数の３割（＝1,800 本/ha）

・ただし、予め生育環境が悪い条件が判明しており、基

準を満たすことが困難な場合、伐採前の森林や周辺の

森林を参考に 1,000 本/ha にできるとします。
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2-3 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林

該当なし

2-4 森林法第 10 条の９第４項に基づく植栽樹種

法第 10 条の９第４項の規定に基づく造林の命令を受けた者は、次に定める樹

種を植栽するものとします。

ア 人工造林の場合

人工造林の場合は、表Ⅱ-４に定める樹種とします。
【参考】

スギ、ヒノキ、クロマツ、アカマツ、カラマツ、クヌギ、コナラ、ケヤキ、ヤマザクラ、カエデ

イ 天然更新の場合

天然更新の場合は、表Ⅱ-８に定める樹種とします。

【参考】

天然更新対象樹種
スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ、カラマツ、モミ、ヤシャブシ・ハンノキ類、シデ類
カンバ類、クリ、ナラ・カシ・シイ類、ムクノキ、エノキ、ケヤキ、クスノキ、シロダモ
ヤブニッケイ、タブノキ、カラスザンショウ、キハダ、ヤマボウシ、ミズキ、ホオノキ
サクラ類、ネムノキ、アカメガシワ、ウルシ類、カエデ類、イイギリ、リョウブ、エゴノキ
アオダモ、クサギ、オニグルミ、カツラ、クロガネモチ、ハリギリ、ヒメシャラ

ぼう芽による更新が可能な樹種
イヌシデ、クリ、ナラ・カシ・シイ類、ケヤキ、ヤブニッケイ、タブノキ、ホオノキ、サクラ類
カエデ類、エゴノキ、アオダモ、カツラ、クロガネモチ

2-4-2 生育し得る最大の立木の本数として想定される本数

生育し得る最大の立木の本数は、6,000 本/ha とします。

写真 11 人工造林と天然更新（イメージ）

人工造林

天然更新

国有林

竹林
（森林でない）
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３ 保育・間伐に関する事項

（法第 10 条の５第２項第４号)

保育及び間伐は、森林の立木の生育の促進、林分の健全化及び利用価値の向

上を図るために実施するものとし、その標準的な方法等を次のとおり定めます。

3-1 保育の作業種別の標準的な方法

保育の作業種とその標準的な方法を表Ⅱ-１３のとおり定めます。

表Ⅱ-１３ 保育の標準的な方法

種類 樹種 実施林齢及び時期等

下刈り

スギ・ヒノキ及

び表Ⅱ-４で定

める樹種

林齢：10 年生までのうち、下草が繁茂し造林木

の成長を著しく阻害する時に実施

時期：6～7 月頃を目安

つる切り

スギ・ヒノキ及

び表Ⅱ-４で定

める樹種

林齢：つるが繁茂する状況に応じて実施

時期：下刈及び除伐時

除伐
スギ

ヒノキ

時期：下刈り終了後に、育成目的樹種とそれ以外

の樹種との競合が始まった時

枝打ち
スギ

ヒノキ

林齢：枝下直径が 7cm になった時に実施

方法：直径 5～6cm のところまで実施

「目標とする材長＋0.5m」の高さまで実施

時期：11 月～2 月上旬頃

その他 ―
造林地の野生動物による食害対策として、忌避

剤の塗布や防護柵の設置等を実施
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3-2 間伐を実施すべき標準的な林齢及び標準的な間伐の方法

間伐の標準的な方法は、下表のとおりとします（表Ⅱ-１４）。なお、静岡県農

林技術研究所森林・林業研究センターが作成したスギ・ヒノキ人工林の収穫予

測を行うプログラム（『新・システム収穫表』エクセルファイル）を利用するこ

とで簡単に収穫予測を行うことができます。

表Ⅱ-１４ 間伐の標準的な方法

表Ⅱ-１５ 収量比数 表Ⅱ-１６ 平均的な間伐の実施時期の間隔

3-3 計画期間内に間伐を実施する必要があると認められる森林

本計画の計画期間内に間伐を実施する必要があると認められる森林は、森林

経営計画が策定されていない林小班面積が 0.5ha 以上の森林であり、２０年生

から標準伐期齢未満では過去５年以内、標準伐期齢以上では過去１０年以内に

間伐の履歴が確認できない、又は履歴が不明な森林とする。

項 目 指 針

間伐の時期

間伐の時期は、林木の樹冠が閉鎖して、林木相互の競争が生じ始

めた時とします。林木の樹冠閉鎖の目安は樹冠疎密度１０分の８

以上とします。

間伐を行うべき立木の混み具合を表す指標として「収量比数（Ry）
注２」を用いるものとし、その値を表Ⅱ-１５に定めます。

平均的な間伐の実施時期の間隔の年数を表Ⅱ-１６に定めます。

間伐率

間伐回数

間伐率と回数は、新・システム収穫表などを利用して林分の健全

性保持と生産目標への誘導が可能となる割合と回数を算出し、現

地状況を考慮して定めます。

材積による伐採率の上限は３５%を標準とします。

５年後に樹冠疎密度が１０分の８以上に回復することが確実で

あると認められる範囲内とします。

選木の方法

選木の方法は、森林の整備・保全の目標と森林の状況に応じて、

定性間伐や列状間伐等、最も適切な方法を選択します」。

保育期の間伐は、被圧木、二又などの不良木、あばれ木等を選定

することを原則とするが、均等な立木密度が得られるよう残存木

の配置にも配慮します。

８齢級以上の間伐は、利用可能な森林資源の活用の観点から、上

層木や中層木も対象とします。

その他
原木のほか利用可能な森林資源の活用を促進します。

地形上、風衝地となる場所は、風害に留意した間伐を行います。

樹種 収量比数

スギ 0.85
ヒノキ 0.85

区分 間伐の実施時期の間隔

標準伐期齢未満 10 年

標準伐期齢以上 15 年
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４ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項

森林整備や木材生産のためには、基盤となる林道や作業道の維持管理が必要

です。そのため、管理者は良好な状況に保つための管理を行い、災害時には迂回

路機能の発揮に努めます。

4-1 作業路網の整備に関する事項

ここでは、森林施業を低コストで効率的に行うために必要な作業路網の整備

に関する事項を示します。作業路網については表Ⅱ-１７に定義します。

表Ⅱ-１７ 作業路網の区分と定義

4-1-1 作業路網の密度に関する事項

低コストで効率的な森林施業を行えるように、施業を一体的に行う森林につ

いては、森林の傾斜区分ごとに作業システムと作業路網の密度を下表のとおり

とします（表Ⅱ-１８）。

表Ⅱ-１８ 作業路網の密度

区 分 定 義

林道
不特定多数の者が利用する恒久的公共施設であり、森林

整備や木材生産を進める上での幹線となるもの。

林業専用道

主として森林施業のために特定の者が利用する恒久的公

共施設であり、幹線となる林道を補完し、普通自動車

（10t 積程度のトラック）や林業用車両（大型ホイールタ

イプフォワーダ等）の輸送能力に応じた必要最小限の規

格・構造を有することにより、森林作業道の機能を木材

輸送の観点から強化・補完するもの。

森林作業道
森林作業のために特定の者が利用し、主として林業機械

（トラックを含む）の走行を予定するもの。

傾斜区分 作業システム
路網密度

うち基幹路網

緩傾斜地

（0～15°）
車両系 110ｍ/ha 以上 30～40ｍ/ha 以上

中傾斜地

（15～30°）
車両系 85ｍ/ha 以上

23～34ｍ/ha 以上
架線系 25ｍ/ha 以上

急傾斜地

（30～35°）

車両系 60ｍ/ha 以上
16～26ｍ/ha 以上

架線系 20ｍ/ha 以上

急峻地

（35°～ ）
架線系 5ｍ/ha 以上 5～15ｍ/ha 以上
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4-1-2 基幹路網に関する事項

ア 基幹路網の開設にかかる留意事項

基幹路網の開設は、車両の安全かつ円滑な通行を確保するため、表Ⅱ-１９に

示す規格（林道規程）とし、林業専用道の開設は「静岡県林業専用道・森林作業

道作設指針」に則したものとします。

表Ⅱ-１９ 林道の規格・構造

※第１種：セミトレーラーを設計車両とするもの

※第２種：普通自動車、小型自動車を設計車両とするもの

イ 基幹路網の整備計画

基幹路網の整備計画は下表のとおりとします（表Ⅱ-２０）。詳細な計画は、別

紙及び付属の概要図によります。

表Ⅱ-２０ 基幹路網の整備計画

ウ 基幹路網の維持管理に関する事項

基幹路網は管理者を定め、台帳を作成して適切に管理します。

区 分 規 格
（林道規程） 車道幅員 通行車両

林
道

森林基幹道
森林管理道
森林施業道

第１種
及び

第２種

自動車道１級 4.0m(3.0m)

一般車両

林業用車両
自動車道２級 3.0m

第２種 自動車道３級 2.0m

林業専用道 第２種 自動車道２級 3.0m 林業用車両
(10t 積トラック）

整備計画 路線数 延長又は箇所数

森林管理道の開設 02 路線 2.6km
林道の改良（拡張） 18 路線 41 箇所

林道の改良（舗装） 07 路線 14.5km
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4-1-3 細部路網に関する事項

ア 細部路網の作設に係る留意事項

森林作業道は、間伐をはじめとする森林整備や木材の搬出のため、継続的に

用いられる道であり、表Ⅱ-２１に示す車両の通行と繰り返しての使用に耐える

よう丈夫で簡易な構造とします。

また、森林作業道の開設は、「静岡県林業専用道・森林作業道作設指針」に則

したものとします。

表Ⅱ-２１ 森林作業道の規格

イ 細部路網の維持管理に関する事項

森林作業道作設指針等に基づき、森林作業道が継続的に利用できるよう、

適正に管理します。

4-1-4 路網整備等推進区域に関する事項

表Ⅱ-２０に掲げる計画に沿って、基幹路網の整備を推進していきます。

また、林道等の基幹路網から 200m 以内で、傾斜が 35 度未満の森林は木材生

産に適しており、こうした森林においては、細部路網の整備を推進し、利用間伐

等による木材生産を促進していきます。特に、表Ⅱ-２０に掲げた計画期間内に

整備する基幹路網の周辺の森林を路網整備等推進区域として設定し、路網整備

と併せて効率的な森林施業を推進していきます。なお、路網整備等推進区域は、

表Ⅱ-２２のとおり定めます。

表Ⅱ-２２ 路網整備等推進区域

写真 12,13 基幹路網の整備（佐折地内）

4-2 その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項

該当なし

区 分 幅 員 通行車両（林業用車両）

森林作業道
全幅員 2.5ｍ以上 車両系林業機械又は小型のトラック

全幅員 2.5ｍ未満 車両系林業機械（車体幅 2.0ｍ程度）

路網整備等推進区域 面積 開設予定路線 開設予定延長
対図
番号 備考

佐折・上稲子地区 208ha 天子ヶ岳線 2,400m ① 上稲子地区分

精進川地区 31ha 萩の久保線 200m ②
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５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項

（法第 10 条の５第２項第６号）

5-1 森林の経営の受委託等による森林の経営規模の拡大に関する方針

本市の森林所有形態は、１０ha 未満を所有する者が約４割います。

このことから効率的な森林施業するためには、隣り合う森林所有者らの受託

を受けて集約化された森林の確立が必要となります。

森林所有者には、林業経営体に委託することを促進し、林業経営体には、集約

化に向けた森林情報の提供と森林経営計画の促進を図っていきます。

5-2 森林の施業又は経営の受委託等による規模拡大を促進するための方策

集約化された森林施業や計画的な路網整備等に取組む林業経営体に、必要な

情報の提供・助言・指導、その他の援助に努めます。また、すでに森林経

営計画の認定を受けた者がその計画変更の意向があるとき、事前調整と内容共

有に努めてスムーズな計画承認とシームレスな施業の促進を図っていきます。

なお、森林情報の精度向上にも努めます。

5-3 森林の施業又は経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項

森林所有者から森林の経営の委託を受けた者が、森林経営計画を作成するに

あたっては、森林所有者と次の権原が付与された契約（以下「森林経営委託契約」

という。）を締結する必要があります。

なお、すでに、森林所有者と長期施業受委託契約を締結している場合であっ

ても、森林経営計画を作成するにあたっては、「森林経営委託契約」の締結が必

要であることから、現行の契約内容を確認し、必要に応じて新規契約や変更契

約を行うものとします。

① 造林、保育及び伐採に必要な育成権原

② ①に基づき伐採した木竹の処分権原

③ 森林の保護や作業路網の整備等に関する権原

5-4 森林経営管理制度の活用に関する事項

森林所有者が、森林の経営管理を実行することができない場合には、森林経

営管理制度の活用を検討します。

また、経営管理権又は経営管理実施権の設定に当たっては、本計画に定めら

れた公益的機能別施業森林や木材の生産機能維持増進を図るための森林施業を

推進すべき森林等における施業の方法との整合性に留意します。
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森林経営計画策定地内の施業状況

【造材；ぞうざい】 processing

伐倒した樹木の枝を払い、これを

切断（玉切り）して素材（原木）

生産する作業。

【集材；しゅうざい】 yarding

立木を伐採したあとに散在する

伐倒木や造材を運搬しやすい地

点（土場；どば wood yard）に集

めること。

土場から木材市場などに輸送す

ることを運材（うんざい logging）

といいます。

集材作業

伐採作業

作業路開設

造材作業
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６ 森林施業の共同化の促進に関する事項

（法第 10 条の５第２項第６号）

6-1 森林施業の共同化の促進に関する方針

森林施業の共同化とは、間伐、保育等の森林施業の推進について、森林所有者

等の間で、施業の実施時期や実施方法について調整を行い、複数の森林所有者

等が森林施業を集約化し、それを一体として効率的に行うことをいいます。

森林施業の共同化を促進するために、一体として行う森林施業に適した森林

を抽出するとともに、その森林所有者等の間で森林施業の集約化のための合意

形成が図られるよう促進します。

6-2 施業実施協定の締結その他森林施業の共同化の促進方策

集落あるいは一体として行う森林施業に適した森林の所有者等に呼びかけ、

森林施業に関する話し合いの場を創出し、森林施業の共同化を図ります。

また、啓発及び普及活動を行い、当該森林所有者等に対して施業実施協定へ

の参画を促します。

6-3 共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項

共同して森林施業を実施しようとする者（以下、「共同施業実施者」といいま

す。）が、森林経営計画を作成するにあたっては、次の事項を明記して下さい。

① 共同して行う森林施業及び保護の種類並びにその実施方法

② 作業路網その他施設の設置及び維持管理の方法

③ 共同施業実施者の一人が、上記①又は②により明確にした事項を遵守し

ないことにより、他の共同施業実施者に不利益を被らせ又は森林施業の

共同化の実効性が損なわれることのないよう、施業の共同実施の実効性

を担保するための措置。
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７ その他森林整備に関する必要な事項

（法第 10 条の５第３項第１号から第３号）

7-1 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項

7-1-1 森林技術者の能力の向上

林業経営体等に雇用された技術者について、国の人材育成制度等を利用して、

経験年数に応じた技術、知識、能力の習得を図り、効率的な木材生産を担う森林

技術者の育成を促します。

7-1-2 効率的な木材生産のためのプランナーの育成

林業経営体等の職員に対し、効率的な木材生産に必要な計画を作成する知識

の習得を促し、森林施業プランナーの育成を促します。

7-1-3 林業への新規就業促進

林業への就業に関心がある者を対象に、林業の仕事や就業条件などに関する

情報の提供、就業支援講習会の開催と、林業経営体等による短期的な雇用によ

り、林業への新規就業を促進します。

7-1-4 森林技術者の就労環境の向上

林業経営体等による雇用環境の改善や労働安全の取組により、森林技術者の

就労環境を向上します。

7-1-5 しいたけ生産者の育成

地域のしいたけ生産者の育成を図るために、品質適正表示や認証取得を促進

するとともに、鳥獣害対策、生産技術向上のための品評会、消費拡大ＰＲ活動な

どを支援します。

また、新規参入者への研修実施を支援します。

7-2 林業機械の導入の促進に関する事項

集約的な施業を実施するために、地形や地質、森林資源状況、経営にかかるコ

ストを総合的に考慮し、適切な路網整備と林業機械の組み合わせにより労働生

産性を高め、表Ⅱ-２３をモデルとする低コスト生産システムの構築を目指しま

す。また、低コスト生産システムの構築に不可欠な、高性能林業機械の導入やオ

ペレーターの育成、林業労働災害の防止等については、県や林業・木材製造業労

働災害防止協会等の支援事業等を積極的に利用して行きます。
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表Ⅱ-２３ 作業システムのモデル

7-3 林産物の利用促進のために必要な施設の整備に関する事項

林産物の利用の促進のために必要な施設について、表Ⅱ-２４に現状と今後の

整備計画を示します。

表Ⅱ-２４ 林産物の利用の促進のために必要な施設

シ
ス
テ
ム

傾
斜

最大到達距離（m）

伐採
木寄せ

集材

枝払い

玉切り
運搬基幹路網

から

細部路網

から

車
両
系

緩 150～200 30～75 ハーベスタ グラップル ハーベスタ
フォワーダ

トラック

中 200～300 40～100 ハーベスタ
チェーンソー

グラップル
ハーベスタ

プロセッサ

フォワーダ

トラック

急 300～500 50～125 チェーンソー
グラップル

ウィンチ
プロセッサ

フォワーダ

トラック

区
分

施設の種類
現 状 整備計画

位置 規模 対図番号 位置 規模 対図番号

加
工

製材所 外神ほか 5 3,250 ㎥

プレカット工場 山宮ほか 1 41,600 ㎥

合板工場 富士市 132,000 ㎥

販
売

木材共販所 富士市 88,840 ㎥

1

2
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８ 伐採及び伐採後の造林の届出等について

（法第１０条の８から法第１０条の１０）

8-1 伐採及び伐採後の造林をするとき

民有林（法第５条に規定された地域森林計画が対象とする森林）の立木を伐

採して造林するときは、届出が必要となります。

表Ⅱ-２５ 手続きのながれ（伐採）

地域森林計画の対象森林

・対象でない場合 ⇒ 森林法上の手続きは不要

保安林や森林経営計画森林でないこと （不明な場合は、農業政策課に照会）

・保安林／保安施設地区の場合 ⇒ 県等の許可申請（法 34 条）

・森林経営計画の森林の場合 ⇒ 事後の届出 （法 15 条）

次の伐採では、届出不要となります（詳細は農業政策課に照会）。

・立竹木の果実の採取に供されるもの （市が指定したもの）

・火災、風水害などに際して緊急に伐採する場合注）

・倒木、枯死木などを伐採する場合

・こうぞ、みつまたなど農林水産大臣が定めるかん木の伐採

注)これらの伐採をしたときは、事後の届出となります。

森林以外の用途に供さない場合である。

・森林以外の用途を目的とした伐採は“Ⅲ 8-2”P40 を参照してください。

『届出書』＋『伐採計画書』＋『造林計画書』を作成提出

・伐採者と造林者が異なる場合、2 つの計画書を作成することになります。

・提出期間は伐採前９０日～３０日間（届出３０日以降に伐採可能）

市から「適合通知書」の送付

伐採の実施

伐採後に『伐採状況報告書』を提出

造林する場合 造林しない（天然更新）場合

造林後に『造林状況報告書』を提出

天然更新が未完了 天然更新完了

造林の実施

〈おわり〉 『造林報告書』を提出

〈おわり〉

市が「天然更新の完了確認」を実施

【ポイント】
〇登記事項証明書などに「山林」と記載されていなくても、民有林である場合があります。
〇森林を所有したとき又は譲渡したときは、森林所有者の変更届を行うことが大切です。
〇このページで紹介した届出書には、皆さまの森林財産を守るうえでの一助となります。
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8-2 伐採して森林以外の用途に利用するとき（森林の転用）

森林を伐採して森林以外の用途に利用するときは、届出が必要となります。

必要とする書類

・伐採及び伐採後の造林の届出書＋伐採計画書 森林開発行為計画書

・伐採状況報告書

表Ⅱ-２５ 手続きのながれ（森林の転用）

地域森林計画の対象森林

・対象でない場合 ⇒ 森林法上の手続きは不要です

森林の転用面積が 10,000 ㎡未満であること 10,000 ㎡以上は許可案件

□ 3,000 ㎡以上の場合 ⇒ 土地利用要綱(市)の手続きを確認してください

□ 9,000 ㎡以上の場合 ⇒ 現地調査(県)の手続きを確認してください

次のような場合も森林の転用です ※詳細は農業政策課に照会ください

・樹木が生長できない環境を整備する（土砂を敷く、道路をつくるなど）

・ヒノキ林を果樹園／公園に整備する（天然更新対象樹種は転用に当たらない）

・伐根作業のあと土地の形質を変更して造林するとき

・森林が存在しなくても民有林内で造成を行うとき

『届出書』＋『伐採計画書』＋『森林開発行為計画書』を作成提出

・伐採前９０日～３０日間が提出期間です。

市から「確認通知書」の送付

伐採の実施

伐採後に『伐採状況報告書』を提出

〈おわり〉

造成／開発施工

◀図Ⅱ-１

森林開発行為計画書の様式

市が「森林の転用」を調査
・市が「森林の転用」の完了を確認
・当年度末に市が県に情報提供
・県が民有林の状況情報として活用

【ポイント】
森林の転用を確認することは、

・当該森林が適切に転用されること
・当該森林の周辺の森林の機能が
保全されること

を知るうえで重要なことです。
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１ 森林の病害虫の駆除又は予防の方法等

1-1 森林病害虫の駆除並びに予防の方針及び方法

本市は、森林病害虫等による被害の未然防止、早期発見及び早期駆除等に努

めます。特に、ナラ枯れ被害対策については、表Ⅲ-１に示す方針に則って適切

に行います。

なお、森林病害虫等の蔓延により緊急に伐倒駆除する必要が生じた場合には、

伐採の促進に関する指導等を行うことがあります。

表Ⅲ-１ ナラ枯れ被害対策方針

1-2 森林病害虫の駆除及び予防の体制作りの方針

森林病害虫による被害の未然防止、早期発見及び薬剤等による早期駆除など

のため、森林所有者を始め、地域住民への呼びかけを行い、森林病害虫の被害木

等の情報収集に努めます。

写真 14,15 被害調査と周知の一例

項 目 方 針

ナラ枯れ被害対策
地域で被害の早期発見・監視に努め、初期段階で、適切

な防除を推進します。

Ⅲ 森林の病害虫の駆除や保護に関する事項
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２ 鳥獣による森林被害対策の方法

2-1 鳥獣害防止森林区域の設定

森林生態系基礎調査の結果等に基づき、鳥獣害を防止するための措置を実施

すべき森林の区域（以下、鳥獣害防止森林区域という。）を表Ⅲ-２に定めます。

表Ⅲ－２ 鳥獣害防止措置をすべき森林の区域

2-2 鳥獣害防止森林区域における鳥獣害の防止の方法

鳥獣害防止森林区域の人工林においては、表Ⅲ-３に定める方法により、鳥獣

害の防止のための措置を実施するものとします。

なお、実施にあたっては、鳥獣保護管理法に基づいて県が定める第二種特定

鳥獣管理計画及び鳥獣被害防止特別措置法に即して本市が作成した「富士宮市

鳥獣被害防止計画」に沿って行うものとします。

表Ⅲ-３ 鳥獣害の防止の方法等

対象鳥獣の種類 森林の区域 面積（ha）

ニホンジカ

2 林班 5 林班 040 林班 041 林班

164 林班 178 林班 233 林班 268 林班

090～021 林班 025～035 林班 045～113 林班

126～128 林班 131～139 林班 145～152 林班

154～161 林班 183～188 林班 192～197 林班

200～207 林班 212～230 林班 242～244 林班

12,655.52

対象鳥獣の種類 鳥獣害の防止の方法等

ニホンジカ ・ 人工植栽を実施する森林を中心に、鳥獣害の防止を図ります。

・ 鳥獣害の防止の方法は植栽木等の保護又は捕獲とし、これら

を単独又は組み合わせて実施します。

・ 植栽木等の保護は、防護柵や幼齢木保護具（食害防止チュー

ブ等）、剥皮防止帯（テープ巻等）の設置等とします。

・ 防護柵は、被害防止効果が十分に発揮されるよう、適切に維

持管理を行い、必要に応じて改良等を行います。

・ 捕獲は、わな捕獲（くくりわな、囲いわな等）、銃器による誘

引狙撃等とします。

・ 鳥獣害があまり発生しておらず、鳥獣害防止施設の設置等が

不要と判断される場合には、上記の方法に代わり、現地調査

等による森林のモニタリングを実施し、被害状況の確認に努

めます。
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2-3 その他の区域及び鳥獣に関する森林被害対策の方法

鳥獣害防止森林区域外の森林においても、鳥獣害防止施設の設置等による鳥

獣害の防止に努めるものとします。

なお、鳥獣害の防止の方法等は、「Ⅲ編 2-2 鳥獣害防止森林区域における鳥獣

害の防止の方法」に準じるものとします。

３ 林野火災の予防の方法

林野火災を予防するため、以下の方針に則った取組を行います。

① 初期消火器材の配備を進めるとともに、山火事発生の未然防止に努めます。

② 林業従事者に対して、火気の取扱いに対する指導を行い、山火事予防への

意識を啓発します。

４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項

森林病害虫の駆除については、伐倒駆除等の処理を基本とします。やむを得

ず火入れを実施する時は、「富士宮市火入れに関する条例」に基づき実施し、林

野火災や周辺への延焼等の災害の発生に繋がらないよう安全管理に十分配慮し

て行うものとします。

５ 不法投棄対策の取組み

本市は、平成１０年度に『富士山麓環境パトロール隊』を発足させ、監視活動

に取組んでいます。

これは、廃棄物の不法投棄の防止及び自然環境の保全を図ることを目的に、

市内を６地区に分けて毎週１回ペース（約４０日程度）の活動を行っています。

写真 16 活動状況

写真 17 不法投棄の一例
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６ その他必要な事項

森林病害虫及び山火事等を未然に防止するとともに、森林巡視等に役立てる

ため、防火林道（出火時に消防自動車が消火活動をするための道）及び標識等の

設置を推進します。

また、台風等による造林木の風倒害が発生している森林の施業については、

細心の注意を払って行うよう指導します。
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１ 保健機能森林の区域

保健文化機能を高度に発揮させる必要のある森林であって、森林施業と森林

保健施設の整備を一体的に行うことが適当と認められる森林を保健機能森林と

して定め、その森林の区域を表Ⅳ-１に示します。

表Ⅳ-１ 保健機能森林の所在

２ 保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の

方法

保健機能森林の区域内の森林における施業の方法は、自然環境の保全等に配

慮しつつ、多様な樹種からなる明るく色調に変化を有する森林を維持・誘導す

ることを基本とし、表Ⅳ-２のとおり定めます。

表Ⅳ-２ 保健機能森林の施業の方法

３ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備

3-1 森林保健施設の整備

整備することが望ましい森林保健施設とその整備、維持、運営等にあたって

の留意事項を表Ⅳ-３のとおり定めます

森林の所在 森林の林種別面積（ha）
備考

位置 林小班 合計 人工林 天然林 無立木地 竹 林 その他

田貫湖

白糸ノ滝

25
33 ろ/は

34
104.22 88.36 15.71 0.11 0.04

施業区分 施業の方法

伐採
間伐を繰り返し、複層林や自然力を生かした混交林に誘導する。

伐採に伴う裸地面積の縮小を図る。

造林

周囲の自然林等との調和を図った樹種による早期の再造林に努めます。

特に地域独自の景観等の形成が求められる森林においては、風致の優れ

た森林の維持に努める。

保育
利用者が快適に散策等を楽しめるよう、適度な林内の明るさを維持する

ため、間伐、除伐等の保育を積極的に行う。

その他

保健・風致の保存等のため、保安林の指定やその適切な管理を推進する。

施業は、地域の林業経営体等が主体となって行うとともに、森林ボラン

ティア活動や森林環境教育の場等として多様に活用する

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項
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表Ⅳ-３ 施設の整備

3-2 立木の期待平均樹高

施設の整備において、対象森林を構成する立木の期待平均樹高を表Ⅳ-４に示

します。

表Ⅳ-４ 立木の期待平均樹高

４ その他必要な事項

管理・運営は、自然環境の保全と森林の保全とが両立し、森林の保健機能の増

進が図られるよう、地域の実情、利用者の意向等を踏まえて、森林及び施設の適

切な管理、防火体制・施設の整備並びに利用者の安全及び交通の安全・円滑の確

保に留意します。

整備することが

望ましい施設
留意事項

キャンプ場

管理施設

林間広場

遊歩道及びこれ

らに類する施設

自然公園等

・ 自然環境の保全、国土の保全に留意し、適切な利用者の

見込みに応じた規模とするとともに、切土、盛土を最小

限とする配置とします。

・ 遊歩道は、利用者が多様な林相に接することができるよ

う配慮するとともに、快適に利用できるよう、定期的に

刈り払い等のメンテナンスを行います。

樹種 期待平均樹高（m） 備 考

スギ 18m
ヒノキ 18m

田貫湖キャンプ場南テントサイト

（佐折）
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１ 森林経営計画の作成に関する事項

1-1 森林経営計画の記載内容に関する事項

森林所有者等が森林経営計画を作成するに当たっては、次に掲げる事項につ

いて適切に計画するように指導します。

・Ⅰ編２に示す公益的機能別施業森林の施業方法

・Ⅱ編２-３に示す植栽によらなければ適確な更新が困難な森林における

主伐後の植栽

・Ⅱ編５-３に示す森林の施業又は経営の受委託等を実施する上で留意す

べき事項及びⅡ編６-３に示す共同して森林施業を実施する上で留意す

べき事項

・Ⅲ編に示す森林病害虫の駆除又は予防その他森林の保護に関する事項

Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項
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1-2 一体整備相当区域

路網の整備の状況その他の地域の実情からみて造林、保育、伐採及び木材の

搬出を一体として効率的に行うことができると認められる区域（以下、一体整

備相当区域という。）を表Ⅴ-１に定めます。

表Ⅴ-１ 一体整備相当区域

注）153 林班は欠番

詳細な位置は、概要図（一体整備相当区域）を参照。

区域名 林班 区域面積（ha）
上野 001～008 412.85

白糸 009～033 1,267.61

猪之頭 034～055 1,551.18

麓 056～068 946.79

根原 069～079 1,206.12

人穴 080～088 536.65

上井出 089～100 947.17

北山 北 101～113 1,584.12

北山 南 114～125 637. 54

山宮 126～145 1,149.59

粟倉・大岩 146～152・154～170 1,843.17

青木 171～175 310.72

星山 176～182 453. 61

上稲子 西 183～190 493.31

上稲子 北 191～208 1,326.90

上稲子 東 209～220 763.39

柚野 221～229 531.09

羽鮒 230～239 433.21

長貫 240～247 443.36

内房 北 248～260 804.41

内房 南 261～270 630.74
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２ 森林整備を通じた地域振興に関する事項

2-1 東京都港区との国産材活用の協定

本市は、東京都港区と平成２６年１０月に「間伐材を始めとした国産材の活

用促進に関する協定」を締結しています。

本制度は、東京都港区内で建築される 5,000 ㎡以上の建物に協定した自治体の

木材の使用を義務づけており、この協定を利用して市内外の森林サービス産業

者と連携した地域産材の啓発や販路開拓に取組みます。

写真 18 利用促進に関する協定書

2-2 富士ヒノキの家・宮クーポン事業

本制度は、富士山南西域で産出される『富士ヒノキ』の利用促進と地域経済の

活性化を図るため住宅新築時に富士ヒノキを使用する市民に対して、市内で利

用できる地域振興券『宮クーポン券』を補助する交付事業です。

新築木造住宅において使用する木材の２０％以上に富士ヒノキを使用した場

合が対象となり、森林認証材を使用する場合は、補助額が増高され、この事業を

通じて地域産材の利用を推進していきます。

写真 19，20 事業を利用した新築住宅
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３ 森林の総合利用の推進に関する事項

白糸地区の生活環境保全林「天子の森」及び田貫湖周辺の森林について、既存

の自然環境を活かしながら、市民が気軽に森林と親しむことができる空間を提

供します。

表Ⅴ-２ 森林の総合利用施設の整備計画

４ 住民参加による森林の整備に関する事項

住民参加による森林づくりに対する理解と関心を深めるための取組みを進め

ます。例えば、林業経営体が主催する林業体験や間伐体験などに後援して、地域

住民への森林・林業への関心を高めるように努めます。また、富士川流域河川一

斉清掃（主催；富士川流域連絡会（国土交通省、流域 3 県・21 市町村）の実施

により森林から流下する水環境の改善の取組みを推進していきます。

５ 森林経営管理制度に基づく事業に関する事項

森林経営管理制度に基づく経営管理権が設定された森林は下表のとおりです。

表Ⅴ－３ 経営管理権設定森林

森林経営管理制度に基づく経営管理権が設定された森林のうち、計画期間内

に富士宮市森林経営管理事業により森林整備を推進する森林は、下表のとおり

です。

施設の

種 類

現状（参考） 将来 対図

番号位置 規模 位置 規模

天子の森 佐折 631 8.8ha
管理棟 1 棟

林間広場

1 箇所

駐車場 1 箇所

佐折 631 8.8ha
管理棟 1 棟

林間広場

1 箇所

駐車場 1 箇所

田貫湖

キャンプ場

佐折 633 7.56ha
管理棟 1 棟

キャンプ施設

1 箇所

駐車場 2 箇所

佐折 633 7.56ha
管理棟 1 棟

キャンプ施設

1 箇所

駐車場 2 箇所

区域 件数 面積（ha） 備 考

精進川地区 1 1.72

1

2
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表Ⅴ－４ 計画期間内における富士宮市森林経営管理事業対象森林

これらの対象森林おいて、自然条件等が極めて悪い森林については、針葉樹

と広葉樹が混在する複層林化を図るなど、維持管理に費用や手間を要さない自

然に近い森林に誘導します。

林業経営が十分に可能となり得るような森林については、枯損木及び危険木

の伐採等の再整備により森林経営が再開できる環境に誘導します。

６ その他必要な事項

6-1 施業の制限を受けている森林に関する事項

保安林その他法令により施業について制限を受けている森林においては、当

該制限に従って施業を実施するものとします。

6-2 森林の土地の保全に関して留意すべき事項

森林の土地の保全については、適切な森林整備の推進、管理及び保安施設事

業の計画的な実施を通じて、森林の有する水源の涵養、災害の防止、環境の保全

といった公益的機能の維持増進を図るとともに、保安林制度及び林地開発許可

制度の適切な運用を図ります。

6-3 土地の形質の変更にあたり留意すべき事項

森林の土地の形質の変更にあたっては、次の事項に留意します。

6-3-1 保安林

保安林では、保安林の指定の目的の達成に支障のない範囲に限定することと

し、原則として森林以外への転用は行わないものとします。

6-3-2 保安林以外の森林

保安林以外の森林では、当該森林の植生、地形、地質、土壌、湧水、気象、過

去に発生した災害等の自然環境条件、及び下流の河川、水路の整備状況、周辺に

おける土地利用、水利用、森林景観等の環境条件を考慮し、次の４点に留意した

上で、森林の適正な利用を図ります。

1. 土砂の流出又は崩壊その他の災害を発生させるおそれがないこと

2. 水害を発生させるおそれがないこと

3. 水の確保に著しい影響を及ぼすおそれがないこと

4. 環境を著しく悪化させるおそれがないこと

区域 件数 面積（ha） 備 考

精進川地区 1 1.72
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6-4 市有林の整備に関する事項

6-4-1 市有林の整備方針

本市の市有林は、自然環境に配慮するとともに森林の有する多面的な機能を

持続的に発揮できる森林づくりに取組みます。また、自然災害に強い森林を目

指す指標として、各市有林の箇所毎に「森林整備カルテ」を備え付けます。

これらの実践と成果の客観的な判断として、対象とする森林面積約４１３ha
にＳＧＥＣ-ＰＥＦＣ森林認証を取得しています（平成２８年３月取得）。

人工林のうち、成熟して森林資源として供給できるものは森林経営計画を作

成して木材生産を進めていきます。

また、林業の担い手の育成の観点から、地域の林業経営体等に整備を委託す

ることで、林業の雇用の創出と施業技術の向上の場を提供します。

写真 21 施業技術の向上に

写真 22
列状複層林

写真 23
目指すべき森林へ誘う

写真 24
天然林へと生長し…

写真 25 針広混交の人工林

～普通財産としての森林～
戦後の「拡大造林施策」で育った市有林の杉は，材価低迷の折，ハレモノ扱いされました。
今から４０年前に財産管理に当たった職員は，１０年間の職務の末，長伐期と針広混交の森林を

思い描いたようです。さらに２０年後，列状間伐の技法を取入れて，森林環境を向上させる〈要〉，
生き物を活用する〈強〉，景観を形成する〈美〉を醸成する生産林・天然林をかたちづくっています．



53

6-4-2 富士山西麓地域森林整備推進協定による森林の整備

民有林と国有林が相互に連携協力した森林整備に取り組むために、上井出財

産区・日本製紙株式会社・関東森林管理局静岡森林管理署・静岡県富士農林事務

所・富士宮市の５者による協定締結（平成２４年２月）更新（平成２８年３月）

しています。

この協定に基づき４，６２１ha の森林において、間伐・木材生産・路網整備・

野生鳥獣の食害対策を連携して行い、持続可能な森林の経営を促します。

6-5 良好な森林景観の形成に関する事項

平成３０年度までに世界文化遺産富士山へアクセスする沿道森林を間伐する

「富士山麓緊急間伐対策事業」を実施してきました。この成果として、運転者に

はシークエンス景観を演出させることができ、また、道路と植栽の間である空

間の表現が相まって生産林を見せる森林景観も演出することができました。

これからも地域の景観の背景になり得る森林整備を促進します。

上出財産区 289ha
日本製紙株式会社 679ha
国有林 3,330ha
富士宮市 303ha

計 4,621ha

図Ⅴ－１ 推進協定の区域図

写真 26，27 森林景観のための整備状況

【シークエンス景観】 sequence landscape

視点を移動させながら次々と移り
変わっていく場面（シーン）を

連続的に体験する景観。

合同研修のようす
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6-6 鳥獣被害防止対策事業

本市には、猟友会が２会（富士宮猟友会・西富士猟友会）あり、狩猟などの活

動をしています。

一方でシカ・イノシシ・アライグマ・カワウなどの鳥獣類が農林水産物に及ぼ

す食害が顕著となり、本市をはじめとする関係団体で組織する「富士宮市鳥獣

被害防止対策協議会」において、食害対策を行っています。

現在、鳥獣類の食害対応の一翼を担う活動として、各猟友会長が推薦する会

員らで組織する「富士宮市鳥獣被害対策実施隊」活動を通じて、鳥獣類の駆除活

動が効果的であり、これからも農林水産物の食害対策を促進していきます。

また、本市単独の事業として鳥獣類の被害防止設備を設置した市民への資機

材購入費の補助金交付も行っています。

写真 28 実施隊と市との協議 写真 29 被害防止設備の設置

6-7 富士宮市公共建築物への木材の利用

市では、平成２４年度に「富士宮市公共建築物における木材の利用の促進に

関する方針」を作成し、学校、保育園等を対象建築物として、木材利用を促進し

ています。

富士山本宮浅間大社（宮町） 大富士交流センター（万野原新田）

写真 30，31 ヒノキを利用した内装仕上げ
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6-8 林道を活用した森林の多目的利用

本市は、富士山にあるまちであること、この独立峰を囲う様な丘陵地や山地

があり人工林が生育していることから、富士山を眺めみる林道があります。

比較的標高のある林道では、眺望点からの撮影スポットや散策の場としての

利用があり、沿線ではスカイスポーツの離陸場の利用があります。さらに起伏

によるトレーニングの場としての利用もあり、多目的な利用に供する林道の提

供を促進します。

写真 32 スカイスポーツの一例

写真 33 隧道からの富士山眺望 写真 34 森林空間での余暇活動

6-9 富士宮暮らしフェスタ～林業祭～

森林・林業に親しむイベントとして、毎年１０月の土日に林業祭を開催して

います。人気の親子木工教室では、富士宮市上井出にある日本建築専門学校の

生徒も講師として参画し、受講者は、

富士ヒノキを材料に講師の親切な

指導を受けながら、親子で楽しく

作品を制作しています。

このように地域産材に触れ合う

機会の創出などを推進します。

別紙写真 35 親子木工教室の様子
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基幹路網の整備計画

【単位：㎞,ha ,箇所】

開設 /
拡張

種類 区分 位置 路線名
計画期

区分

延長 /
箇所

利用区

域面積

うち前半

5 年分

対図

番号
備考

開設
自動

車道

森林

管理道

富士宮市

上稲子

(旧芝川町)
天子ヶ岳線

前期 2.4
208 ○ 1後期 -

計 2.4

開設
自動

車道

森林

管理道

富士宮市

精進川

(旧富士宮市)
萩の久保線

前期 0.2
31 ○ 2後期 -

計 0.2

計 ２路線

前期 2.6
239後期 -

計 2.6
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拡張

【単位：㎞ ,ha ,箇所】

開設 /
拡張

種類 区分 位置 路線名
計画期

区分

延長 /
箇所

利用区

域面積

うち前半

5 年分

対図

番号
備考

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

猪之頭

(旧富士宮市)
大洞線

前期 2
345 ○

局部改良

後期 -
計 2

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

猪之頭

(旧富士宮市)
西山線

前期 -
125

法面保全

後期 2 局部改良

計 2

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

佐折

(旧富士宮市)
南草里線

前期 1
198 ○

局部改良

後期 -
計 1

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

猪之頭

（旧富士宮市)

湯之奥猪之頭

線

前期 1
2,296 ○

法面保全

後期 1 局部改良

計 2

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

山宮

(旧富士宮市)
飯盛線

前期 1
145 ○

法面保全

後期 -
計 1

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

佐折

(旧富士宮市)
天子ヶ岳線

前期 1
95 ○

法面保全

後期 - 局部改良

計 1

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

精進川

(旧富士宮市)
坂林線

前期 1
75

法面保全

後期 - 局部改良

計 1

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

佐折

(旧富士宮市)
大棚立沢線

前期 -
264 ○

局部改良

後期 1
計 1

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

粟倉

(旧富士宮市)
出水富士線

前期 1
392 ○

局部改良

後期 -
計 1

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

北山

(旧富士宮市)
志田水横線

前期 1
86 ○

局部改良

後期 -
計 1

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

精進川

(旧富士宮市)
萩の久保線

前期 1
31 ○

局部改良

後期 -
計 1

拡張
自動

車道
改良

富士宮市

粟倉

(旧富士宮市)
富士山麓線

前期 1
665 ○

局部改良

後期 1
計 2

拡張 自 動
車道 改良

富士宮市
上稲子

(旧芝川町)
西沢線

前期 5
349 ○

法面保全
後期 1 局部改良

計 6

拡張 自 動
車道 改良

富士宮市
上稲子

(旧芝川町)
石神峠線

前期 2
175 ○

法面保全
後期 1 局部改良
計 3

拡張 自動
車道 改良

富士宮市
長貫

(旧芝川町)
長貫線

前期 1
32 ○

法面保全
後期 1 局部改良
計 2

拡張 自動
車道 改良

富士宮市
上稲子

(旧芝川町)
入山線

前期 3
909 ○

法面保全
後期 1 局部改良
計 4

拡張 自動
車道 改良

富士宮市
内房

(旧芝川町)
瓜島線

前期 4
158 ○

局部改良
後期 3 局部改良
計 7

拡張 自動
車道 改良

富士宮市
上稲子

(旧芝川町)
大田和門野線

前期 3
46 ○

法面保全
後期 1 局部改良
計 4

計 18 路線
前期 28

6,386後期 13
計 41
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拡張

【単位：㎞ ,ha ,箇所】

開設 /
拡張

種類 区分 位置 路線名
計画期

区分

延長 /
箇所

利用区

域面積

うち前半

5 年分

対図

番号
備考

拡張 自動
車道 舗装

富士宮市
猪之頭

(旧富士宮市)
西山線

前期 1.6
125 ○後期 -

計 1.6

拡張 自動
車道 舗装

富士宮市
佐折

(旧富士宮市)
大棚立沢線

前期 0.7
264 ○後期 -

計 0.7

拡張 自動
車道 舗装

富士宮市
佐折

(旧富士宮市)
半野細野線

前期 1.0
229 ○後期 2.2

計 3.2

拡張 自動
車道 舗装

富士宮市
佐折

(旧富士宮市)
内野佐折支線

前期 0.3
34 ○後期 -

計 0.3

拡張
自動
車道 舗装

富士宮市
猪之頭

(旧富士宮市)
大洞線

前期 2.0
345 ○後期 1.0

計 3.0

拡張
自動
車道 舗装

富士宮市
上稲子

(旧芝川町)
西沢線

前期 1.8
349 ○後期 -

計 1.8

拡張
自動
車道 舗装

富士宮市
上稲子

(旧芝川町)
石神峠線

前期 3.9
175 ○後期 -

計 3.9

計 7 路線
前期 11.3

1,521後期 3.2
計 14.5
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